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市町村の都市計画に関する基本的な方針（以下「市町村マスタープラン」という。）

の作成フロー 

・市町村議会への報告やパブリックコメントの実施については、法で規定されて

いないため、各市町村の規定に従い、下記のフローに適宜追加してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
作成の流れ 

原案の作成 
（立地適正化計画含む。） 

公聴会・説明会の開催 

市町村都市計画審議会の 
意見聴取 

アンケートの実施、 
ワークショップの開催等 

地区別に関係住民への 
説明・意見聴取 

案の作成 

市町村マスタープランの 
作成 

公表 都道府県知事に通知 

農林水産部局との調整 関係道路管理者協議 

素案の作成 
（立地適正化計画含む。） 

素案作成の規定はない

が、農林水産部局との調

整、関係道路管理者協議

用に作成する。 

都市計画区域の用途地域

外に係る部分について、開

発等を行う場合、農林水産

業と調和が図られるよう

調整する。（都市計画運針。

以下「指針」という。） 

広域的な幹線道路の計

画・整備に支障になって

いないか協議する。（指

針） 

農林水産部局との調整

や道路管理者協議を踏

まえ、素案を修正し、原

案を作成する。 

地区別に関係住民に対

し、あらかじめ原案を示

す。（指針） 市町村マスタープラン

の作成及び立地適正化

計画の作成手続き（指

針） 

市町村マスタープラン

の作成又は及び立地適

正化計画の作成手続き

適宜実施（指針） 立地適正化計画の作成

に関して都市再生法（第

81条第 14項）で規定さ

れている。 

市町村マスタープランに立地適正化

計画の記載事項も盛り込んで作成す

ることが望ましい。（指針） 

都市計画法第 18条の２ 

第３項 

都市計画法第 18条の２

第３項 

審議会の意見等を受け

修正し、最終版を作成

し、内部で決裁する。 

（根拠等） 
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市町村マスタープランに関係する主な２つの計画 

・都市計画法に規定する都市計画 

・都市再生特別措置法に規定する立地適正化計画 

 

 

都市計画とは、都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための次の３つの計画のことをいいます。（都

市計画法第 4条） 

・土地利用に関する計画 

適正な土地の利用及び保全を図るため、地域地区（都市計画法第 8条）を定めることができます。

全部で 18種類の地域地区があります。 

主なものに、用途地域があります。用途地域は、建築基準法とあいまって、住居系、商業系、工業

系の 13種類に分け、用途制限と建築物の形態制限を定め、計画的な土地利用を計画することができ

ます。用途地域は、市町村が決定することとなっています。 

その他、建築物の高さの最高限度等を定める高度地区や、容積率・建蔽率の最高限度等を定める高

度利用地区があります 

・都市施設の整備に関する計画 

都市施設には、道路、公園、下水道等があり、都市計画法第 11条第１項に定められています。 

・市街地開発事業に関する計画 

市街地開発事業とは、土地区画整理事業、市街地再開発事業等があり、都市計画法第 12条第１項

に定められています。 

 

立地適正化計画とは、住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化を図るための計画をいいます。（都

市再生特別措置法第 81条） 

・立地適正化計画は、コンパクト・プラス・ネットワークを実現するためのツールです。 

・居住誘導区域とは、生活の利便性の維持・向上のため、都市の居住者の居住を誘導し、一定の人口密

度を確保する区域になります。 

・都市機能増進施設とは、医療、福祉、商業等の生活サービスを誘導する施設のことをいいます。 

・都市機能誘導区域とは、都市機能増進施設の立地を誘導する区域になります。 
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立地適正化計画区域＝都市計画区域 市街化区域等 

（区域区分がない場合は、用途地域） 

居住誘導区域 都市機能誘導区域 

公共交通ネットワーク 
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市町村マスタープラン等の体系 

（都市計画区域マスタープラン等との関係） 

 

 

・市町村マスタープランは、県が作成する都市計画区域マスタープランに即することが必要です。 

・また、議会の議決を経て定められた当該市町村の建設に関する基本構想にも即することが求められて

います。 

・市町村が定めた都市計画が、都道府県が定めた都市計画に抵触するときは、その限りにおいて、都道

府県が定めた都市計画が優先するものとしています。（都市計画法第 15条第 4項） 

・市町村は、都市計画区域マスタープランの策定段階において、都市計画法第 15条の２第 1項に基づ

く申出を行うことにより、市町村マスタープランの内容を都市計画区域マスタープランに反映するよ

う努める必要があります。（運用指針） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「即す」については、『実務者のための新都市計画マニュアルⅠ【総合編】』に次のように記述されて

います。 

・「即す」とは、計画間の上下関係とも解されるが、むしろ広域と地域という役割分担の中で互いに補

完し合いながら、総合的・一体的な都市計画を実現していくものと考えるべきであろう。 

・「即す」ためには、少なくとも両者の計画内容が整合していて矛盾がないことが条件となり、都道府

県と市町村の間で、意見聴取や案の申し出等の手続を通じて調整を図る必要がある。 
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適合すること 
（法 15条第３項） 

都市計画区域マスタープラン 
（法６条の２） 

県が定める都市計画 
（法 15条第１項） 

基本構想 
（議会の議決を経たもの） 

市町村マスタープラン 
（法 18条の２） 

 

市町村が定める都市計画 
（法 15条第１項） 

即すること 
（法 18条の２第１項） 

 

即すること 
（法６条の２第３項） 

 即すること 
（法６条の２第３項） 

 

即すること 
（法 18条の２第１項） 

 

即すること 
（法 18条の２第４項） 

 

即すること 
（法 15条第３項） 

 

基本構想は、市町村

マスタープランの

上位計画です。 

市町村マスタープ

ランに定める「まち

づくりの理念」「都

市計画の目標」は、

基本構想を受けた

ものになります。 




